
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 津 川 市 消 防 本 部 
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 効果的かつ効率的な消防力の整備を行うことにより、充実した消防活動を展開し、災害に

強く市民が安全で安心して暮らせるまちをつくるとともに、市民サービスの一層の向上を目

的として「中津川市消防整備基本計画」（以下、「基本計画」という。）を策定した。 

 基本計画では、その計画期間を２０１９年度（令和元年度）から２０２６年度（令和８年

度）の８年間とし、その間における消防力の整備等に係る２つの「基本方針」とその方針に

基づいて効果的かつ効率的に消防力の整備を図っていくための４つの「重点施策」を定め、

８年後に目指すべき「数値目標」を掲げている。 

 この数値目標を達成するため、９つの施策体系を２８の「個別施策」に分け、更に８２の

「実施事業」に分けて挙げている。 

 基本計画に掲げた数値目標の達成に向けて実施事業を効果的かつ効率的に実施していくた

めには、それぞれの事業について年度ごとに、どのように実施していくかを具体的な計画と

して示す必要がある。 

 この年度ごとの具体的な事業実施スケジュールを示すものが「実施計画」である。基本計

画では、その計画期間である８年間を前期（２０１９年度から２０２２年度まで）と後期

（２０２３年度から２０２６年度まで）の２期に分けて、それぞれ実施計画を策定すること

とした。本計画は、その後期実施計画となる。 

 なお、後期実施計画では２０２３年度（令和５年度）から２０２６年度（令和８年度）ま

での間の具体的な事業実施スケジュールを示すものとするが、各年度が終了する時点でその

進捗状況を確認・検証し、必要があれば翌年度以降の計画に反映させるローリング作業を行

うものとする。 
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（中津川市消防整備基本計画） 

後期実施計画概要 

１ 後期実施計画の期間 

 中津川市消防整備基本計画に定める計画期間のうち、２０２３年度（令和５年度）から２

０２６年度（令和８年度）までの４年間の計画を後期実施計画とします。 

 

２ 後期実施計画における重点施策の数値目標 

＜重点施策＞ 

① 消防・救急体制の推進     ② 火災予防の推進 

③ 消防施設設備の整備      ④ 消防団の充実強化 

＜数値目標＞ 

指 標 名 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

①救急救命士の救急車搭乗率 ９９％ １００％ 

②住宅用火災警報器等の設置率 ８７％ ８８％ 

③消防団器具庫等統廃合 ７１箇所 ６７箇所 

④消防団員の定数充足率 ８３％ ９０％ 

 

３ 重点施策と総合計画における主な事業の関連 

施 策 中期事業計画（総合計画）における事業名 備 考 

①②③ 消防本部事務事業  

①② 消防救急救助活動事業  

③ 消防設備整備事業 大型事業 

③④ 消防施設建設事業 大型事業 

④ 消防団活動事業  

 ※ 総合計画（中期事業計画）における事業は、予算書における事業と関連しません。 

 

４ 各施策体系の後期事業終了時における目標数値 

 重点施策の目標数値を含め各施策体系において後期最終年度となる２０２６年度（令和８

年度）に目指す指標を目標数値とします。 

◆施策体系１ 消防組織・体制の充実 

項   目 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

消防職員の総数 １１７人 １２７人 

消防本部専任職員（日勤者） ９人 １０人 

分署勤務職員数 ８人 ８人 
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◆施策体系２ リニア関連事業への対応 

項   目 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

リニア関連事業専属担当職員数 ２人（兼務） ２人 

リニア対応会議等の実施 ２回 ２回 

 

◆施策体系３ 災害対応力・広域連携の強化 

項   目 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

統括指揮部隊の数 ０隊 1 隊 

特別高度救助隊の数 ０隊 1 隊 

災害拠点ヘリポート数 １箇所 2 箇所 

応援協定に基づく訓練回数 1 回 5 回 

 

◆施策体系４ 救急体制の強化 

項   目 

（※ 重点指標） 

計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

※ 救急救命士の救急車搭乗率 ９９％ １００％ 

救急救命士の運用人員 ３５人 ４２人 

気管挿管認定救命士数 ２８人 ３２人 

処置拡大認定救命士数 ２８人 ３４人 

市内小学校児童の救命講習年間実施率 ９４.４％ １００％ 

市内中学校生徒の救命講習年間実施率 ９１.６％ １００％ 

市内高等学校生徒の救命講習年間実施率 １００％ １００％ 

 

◆施策体系５ 地域防災力・消防力の育成 

項   目 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

連携防災訓練の回数（水防訓練含む） ２回 ３回 

女性防火クラブとの訓練回数 ３回 １０回 

消防団協力事業所登録数 １２５事業所 １６０事業所 
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◆施策体系６ 防火安全対策の推進 

項   目 

（※ 重点指標） 

計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

※ 住宅用火災警報器等の設置率 ８７％ ８８％ 

防火対象物の年間査察実施率 ２８％ ４７.５％ 

危険物施設等の年間査察実施率 ９７％ １００％ 

予防技術資格者数 ４４人 ５１人 

 

◆施策体系７ 通信指令体制の整備 

項   目 
計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

緊急車両 AVMⅢ型搭載数 ２１台 ３０台 

デジタル携帯無線機数 ５１台 ３１台 

署活系デジタル簡易無線機（トランシーバー） ３１台 ３６台 

 

◆施策体系８ 消防施設・資機材の整備 

項   目 

（※ 重点指標） 

計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

※ 消防団器具庫等統廃合 ７１箇所 ６７箇所 

消防水利の充足率 ７４.２％ ７５％ 

消防水利の数（防火水槽） 

      （消火栓） 

３１８箇所 

３，０３９基 

３２０箇所 

３，０５０基 

消防車両の配備台数（常備消防） ４０台 ３９台 

消防団車両台数（消防ポンプ車） 

       （可搬ポンプ積載車） 

       （指令車他） 

（車両総数） 

３８台 

６２台 

6 台 

（１０６台） 

３８台 

５９台 

6 台 

（１０３台） 

 

◆施策体系９ 消防団の充実強化 

項   目 

（※ 重点指標） 

計画前数値 

（２０２２年度） 

目標数値 

（２０２６年度） 

※ 消防団員の定数充足率 ８３％ ９０％ 

安全装備品の配備（充足率） ５０％ ８０％ 

女性消防団員数 ８６人 ９７人 
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５ 個別施策における事業（計画）数及び担当課 

施策 施策体系 個別施策 事業数 主たる担当課 

（１） 

１ 消防組織体制の充実 

１ 消防組織の再編 ２ 消防総務課 

２ 職員の採用 

（定年引上げ・再任用含む） 
２ 消防総務課 

３ 人事・勤務体制の整備 ２ 消防総務課 

２ リニア関連事業への対応 
１ リニア関連工事等の対応 ４ 警防課 

２ リニア周辺事業等の対応 ３ 予防課 

３ 災害対応力・広域連携の強化 

１ 警防体制の強化・教育訓練 ４ 警防課 

２ 高度救助体制等の構築 ３ 警防課 

３ 広域連携体制の推進・強化 ３ 警防課 

４ 救急体制の強化 

１ 救急救命士の増員・教育 ３ 救急指令課 

２ 救急隊員の教育 ２ 救急指令課 

３ 市民による救命率の向上 ４ 救急指令課 

４ 救急資機材の整備 ３ 救急指令課 

５ 地域防災力・消防力の育成 
１ 各種組織等の育成指導 ２ 予防課 

２ 事業所等との連携強化 ３ 警防課 

（２） ６ 防災安全対策の推進 

１ 防火思想の普及啓発 ３ 予防課 

２ 予防担当職員の教育研修 ３ 予防課 

３ 建築物の火災予防対策 ３ 予防課 

４ 危険物等の安全対策 ３ 予防課 

５ 住宅防火対策の推進 ２ 予防課 

（３） 

７ 通信指令体制の整備 

１ 消防通信体制の整備 ５ 救急指令課 

２ 東濃 5 市消防指令センタ

ー運用への対応 
２ 救急指令課 

８ 消防施設・資機材の整備 

１ 消防施設・車両等の整備 ３ 警防課 

２ 消防水利の設備 ３ 警防課 

３ 女性用施設の整備 ２ 消防総務課 

４ 消防団器具庫等の統廃合 ２ 消防総務課 

（４） ９ 消防団の充実強化 

１ 消防団員の確保 ４ 警防課 

２ 消防団員の教育訓練 ５ 警防課 

３ 団員装備等の充実 ２ 警防課 
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６ 各施策体系における実施事業 

 

 施策体系１ 消防組織体制の充実  

■ １－１ 消防組織の再編 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防組織の再編 （消防総務課） 

・東濃５市消防指令センターの運用開始や、定年引上げ・再任用を踏まえた組織づくりを

進めるため、条例定数を改正し必要となる職員の増員や維持を図る。 

 

 ② 消防署・分署の人員配置等 （消防総務課） 

・隔日勤務者を各署に適正に配置する。 

・育児休業の取得促進のため、計画的な職員採用と定年引上げ・再任用を含めた職員数の

適正配置を図る。 

【消防本部専従職員の増員及び消防署・分署等の人員配置計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

本部専従職員 ９人 １０人 １０人 １０人 

中消防署 ４５人 ４８人 ５２人 ５０人 

坂下分署 ８人 ８人 ８人 ８人 

西消防署 １９人 １９人 １９人 １９人 

蛭川分署 ８人 ８人 ８人 ８人 

北消防署 １９人 １９人 １９人 １９人 

加子母分署 ８人 ８人 ８人 ８人 

消防指令ｾﾝﾀｰ派遣 － － － ５人 

職員総数 １１６ １２０ １２４ １２７ 

     

条例定数 １１９ １２７ １２７ １２７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防組織の再編 ②消防署・分署の人員配置 
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■ １－２ 職員の採用（定年引上げ・再任用含む） 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 職員の採用計画 （消防総務課） 

・職員総数の大幅な増減がないよう計画の作成が必要。 

定年引上げ・再任用、女性職員の活躍推進や育児休業の取得促進を踏まえ、適正な新規

採用が必要となる。 

【職員採用計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

退職者（前年度）※ ７人 １人 ０人 ０人 

役職定年者 ※ － ５人 ０人 １人 

再任用者 ※ 3 人 2 人 ７人 ７人 

採用者予定者 ４人 ５人 ４人 ３人 

職員総数 １１６人 １２０人 １２４人 １２７人 

     

条例定数 １１９ １２７ １２７ １２７ 

※最大予定人員 

 

 ② 定年引上げ・再任用職員の職務 （消防総務課） 

・消防本部又は署付けとして通常業務を実施する。 

・年齢のバランスも考え、他部局への出向等も今後の検討課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①職員採用の計画 ②定年引上げ・再任用職員の職務 
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■ １－３ 人事・勤務体制の整備 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 職員人事・勤務体制の整備 （消防総務課） 

・職員の業務状況に応じた余裕のある勤務体制の確保を検討する。 

 

 ② 資格取得・職員研修の推進 （消防総務課・警防課） 

・退職する職員の取得している資格を踏襲できる体制を整備する。 

【警防関係資格取得計画】※ 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

小型船舶免許 ２人 ２人 ２人 ２人 

小型移動式クレーン ２人 ２人 ２人 ２人 

玉掛け技能 ２人 ２人 ２人 ２人 

小型重機特別教育 ２人 ２人 ２人 ２人 

自由研削砥石 ２人 ２人 ２人 ２人 

巻き上げ作業 ２人 ２人 ２人 ２人 

酸欠作業主任 ２人 ２人 ２人 ２人 

足場組立作業主任 ２人 ２人 ２人 ２人 

ＴＲＲ（都市型レスキュー） １人 １人 １人 １人 

※ 救急に関する資格については、別に定める。 

※ 総数は、退職者の資格を考慮した後期実施計画最終年度の職員数とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①職員人事・勤務体制の整備 ②資格取得・職員研修の推進 
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 施策体系２ リニア関連事業への対応  

■ ２－１ リニア関連工事等の対応 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 関係工事に関する情報収集 （消防総務課・警防課・予防課） 

・東海旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」という。）、工事関係事業者等からの情報収集

は警防課で行う。建築構造物、危険物、火薬等の情報収集は予防課が行う。 

 

 ② 消防機関の連携 （消防総務課・警防課・予防課） 

・予定回数にこだわることなく、積極的に情報交換を行う。 

【沿線関係消防本部との情報交換会予定回数】※ 他機関主催含む。 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

予定回数 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 ③ 災害対応マニュアルの設定 （警防課） 

・警防課より、ＪＲ東海と協議を行い、工事関係事業者等へ安全計画等の提出依頼。 

・各関係工事の進捗状況にあわせて、「警防計画」を策定する。 

・減圧症等マニュアル、特殊消防対象物警防計画、駅・車両基地完成前に警防計画を見直

し。 

 

 ④ 危険物等の安全管理・査察体制の確立 （予防課） 

・現場施設、危険物施設及び火薬等の保管取扱いの進捗状況により指導を行う。 

【リニア関連施設等（工事現場含む）における査察回数】※ 工事等の状況により変動する。 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

危険物関係 ３回 ３回 ３回 ３回 

施設関係 １回 １回 １回 １回 

その他 １回 １回 １回 １回 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①関係工事に関する情報収集 ②消防機関の連携 

     ③災害対応マニュアルの設定 ④危険物等の安全管理・査察体制の確立 
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■ ２－２ リニア周辺事業等の対応 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 予防業務体制の強化 （予防課） 

・専属職員の養成に加えて、駅周辺整備の段階には西消防署予防係もサポートに付く。 

【リニア関連事業専属職員の人数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

専属職員数 ２人 ２人 ２人 ２人 

 

 ② 消防水利等への影響調査 （警防課） 

・周辺道路整備の計画が決定されれば、その後周辺の消防水利の設計に入る予定であるた

め、リニア駅周辺整備課と共に協議を進めて消防水利の設計を行う。 

【関係機関との協議回数及び水利調査回数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

協議回数 １回 １回 １回 １回 

調査回数 １回 １回 １回 １回 

※ 開発による消防水利設置は、宅地造成委員会の資料による検討が必要となる。 

 

 ③ 周辺道路整備等による規制対応 ※ 交通規制届出等により対応 

・周辺道路整備の計画進捗により、その都度対応して行く。 

・緊急自動車の走行障害等が発生した場合は、関係部署と協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①予防業務体制の強化 ②消防水利等への影響調査 

     ③周辺道路整備等による規制対応 
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 施策体系３ 災害対応力・広域連携の強化  

■ ３－１ 警防体制の強化・教育訓練 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 警防体制の適正化 （警防課） 

・各署消防救助係が計画立案し実施できると良い。 

【指揮隊運用訓練の実施回数】※ 最低実施回数。 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署 １回 １回 １回 １回 

西消防署 １回 １回 １回 １回 

北消防署 １回 １回 １回 １回 

 

 ② 警防に関する教育訓練等 （警防課・消防総務課） 

・２０２３年度（令和５年度）現在、岐阜市での指揮隊研修は行っていない。 

・今後、他本部等で指揮隊研修が実施され、受入可能であれば受講させる。 

【外部機関による指揮隊研修の計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

研修回数 ０回 １回 １回 １回 

 

 ③ 消防資機材等の研究・導入 （警防課） 

・救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令第二条、第四条～第七条関係（別表第

一～別表第三）の救助隊装備品の中の必要資機材から順次計画導入する。また、車両更

新に合わせた導入も実施する。 

【警防資機材の導入計画】※ 導入資機材を検討して計画配備。 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

緊援隊エアーテント － 中署１ － － 

空気式救助マット － － － － 

熱画像直視装置 西署１ － － － 

 

 ④ 災害拠点施設等の整備 （警防課・消防総務課）※ 災害拠点ヘリポートの整備 

・現状における場外離着陸場は、中津川場外・馬籠・田瀬北グランドの３施設である。中

津川場外においては専用施設であるが、他は駐車場及び運動グランドであるため、大規

模災害等に備えて中署管内、北署管内に専用ヘリポートの整備を計画する。 

 

 

実施事業：①警防体制の適正化 ②警防に関する教育訓練等 

     ③消防資機材等の研究・導入 ④災害拠点施設等の整備 
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■ ３－２ 高度救助体制等の構築 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 高度救助隊の整備 （警防課）※ 高度救助隊体制の整備計画の推進 

・リニア中央新幹線の岐阜県駅が設置されることに伴い、「消防力の整備指針」に基づき、

幹線鉄道の駅を管轄するということで、高度救助隊の整備を計画する。 

・異常気象による気象災害、南海トラフを震源とする大規模な地震、活断層を原因とする

直下型地震の発生等の大規模災害が危惧されており、災害が発生した場合は、速やかに

各協定に基づく応援要請を実施し対応しなければならない。また、緊急消防援助隊等の

出場要請を受けた場合は、各種災害に対応できる部隊を派遣しなければならない。専門

的な知識を持つ職員で運用ができる高度救助隊の整備を計画する。 

 

 ② 救助隊訓練の実施 （警防課） 

・現状において本部救助隊訓練、各署救助隊訓練を実施している。今後、他本部との合同

訓練、消防学校施設での訓練等を実施し、実践的な訓練を計画する。 

【救助隊訓練の実施計画数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

消防本部 ２２回 ２２回 ２２回 ２２回 

中消防署 １１回 １１回 １１回 １１回 

西消防署 １１回 １１回 １１回 １１回 

北消防署 １１回 １１回 １１回 １１回 

 

 ③ 高度救助資機材等の導入 （警防課・消防総務課） 

・救助活動の高度化、充実を図るため高度救助資機材等を導入する。 

【高度救助資機材の導入計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

画像探索機 

＊中署 1 配備済(2020) 
－ － － － 

地中音響探知機 － － － － 

熱画像直視装置 

＊北署 1 配備済(2021) 
西署１ － － － 

夜間用暗視装置 － － － － 

地震警報器 － － － － 

※ 救助工作車の更新等により、配備を推進する。 

実施事業：①高度救助隊の整備 ②救助隊訓練の充実 ③高度救助資機材等の導入 
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■ ３－３ 広域連携体制の推進・強化 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 相互応援体制の充実 （消防総務課・警防課） 

・現状及びリニア中央新幹線の開通等に併せた相互応援体制の見直しを実施する。 

 

 ② 相互連携訓練の実施 （警防課） 

・恵那山トンネル総合防災訓練（ＮＥＸＣＯ・飯田消防）、鉄道災害総合防災訓練（Ｊ

Ｒ）、高速道路安全講習（ＮＥＸＣＯ ＨＷＰ）等及び周辺協定消防本部との訓練等を計

画推進する。 

【応援協定等に基づく連携訓練実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

訓練回数 ２回 ２回 ２回 ５回 

 

 ③ 緊急消防援助隊登録部隊の高度化 （警防課） 

・高度な緊急消防援助隊活動を実施するために訓練を実施する。 

【緊急消防援助隊の訓練実施計画】※ 最低実施回数 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

本部訓練 １回 １回 １回 １回 

外部訓練※１ １回 １回 １回 １回 

※１ 中部ブロック訓練に参加する年度に関しては２回とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①相互応援体制の充実 ②相互連携訓練の実施 

     ③緊急消防援助隊登録部隊の高度化 
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 施策体系４ 救急体制の強化  

■ ４－１ 救急救命士の増員・教育 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 救急救命士の養成・採用 （消防総務課・救急指令課） 

・救急救命士を計画的に養成、採用し増員を図る。 

【救急救命士（運用救命士）の増員計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

採用人数 ２人 2 人 2 人 2 人 

養成人数 ０人 １人 １人 １人 

※ 運用救命士は、退職、管理職への昇任及び定年延長や再任用職員等の人数を考慮して増員

を図る。 

 

 ② 救急救命士の資格取得 （救急指令課） 

・処置範囲拡大等の認定救命士の増員を図るため、計画的に資格を取得する。 

【救急救命士の資格取得計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

薬剤認定救命士 １人 ２人 ２人 ２人 

処置範囲拡大認定救命士 １人 １人 ２人 ２人 

気管挿管認定救命士 １人 １人 １人 １人 

ビデオ挿管認定救命士 ２人 ２人 １人 １人 

指導救命士課程修了救命士 １人 １人 １人 １人 

※ 資格取得のための条件により、計画人数は変更する。 

 

 ③ 救急救命士の教育訓練等 （救急指令課） 

・岐阜県救急隊員教育に関するガイドラインに基づき、病院実習等の教育訓練を計画的に

実施する。 

【病院実習等の実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

病院実習 ４日 ４日 ４日 ４日 

※ 救急救命士１人の年間実習日数。 

 

 

 

実施事業：①救急救命士の養成・採用 ②救急救命士の資格取得 

     ③救急救命士の教育訓練等 
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■ ４－２ 救急隊員の教育 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 救急隊員の教育訓練等 （救急指令課） 

・岐阜県救急隊員教育に関するガイドラインに基づき、研修等の教育訓練を計画的に実施

する。 

【消防本部内研修会等の実施回数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

病院研修 ０回 ０回 ０回 ０回 

医師研修会 １回 １回 １回 １回 

技術発表会 １回 １回 １回 １回 

その他勉強会等 ３回 ３回 ３回 ３回 

合計回数 ５回 ５回 ５回 ５回 

 

② 教育研修による資格取得・更新 （救急指令課・消防総務課） 

・岐阜県救急隊員教育に関するガイドラインに基づき、教育研修を充実させ各資格を計画的

に取得、更新する。 

【救急隊員の資格等取得研修計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

ＪＰＴＥＣ受講者 ６人 ５人 ５人 ５人 

ＩＣＬＳ受講者 ５人 ５人 ５人 ５人 

ＭＣＬＳ受講者 ３人 ３人 ３人 ３人 

ＩＴＬＳ受講者 １人 ０人 ０人 ０人 

その他研修等受講者 ６人 １０人 １０人 １０人 

※ ２０２３年度（令和５年度）までは現状の資格取得計画とし、２０２４年度（令和６年

度）からは時代に沿った資格取得計画とする。増減分はその他研修等受講者で調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①救急隊員の教育訓練等 ②教育研修による資格取得・更新 
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■ ４－３ 市民による救命率の向上 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 応急手当講習の実施 （救急指令課） 

・救命率の向上を図るため、応急手当講習を実施する。 

【応急手当講習の年間予定受講者数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

受講人員 ４，０００人 ４，５００人 ５，０００人 ５，５００人 

 

 ② 学校関係の応急手当講習 （救急指令課） 

・学校関係者の救命率向上を図るため、応急手当講習を実施する。 

【学校等教育機関における応急手当講習実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

小学校 １６校 １６校 １６校 １６校 

中学校 １２校 １２校 １２校 １２校 

高等学校 ５校 ５校 ５校 ５校 

合計回数 ３３校 ３３校 ３３校 ３３校 

※ 小学校の統廃合計画により、学校数は減少する。 

 

 ③ 応急手当普及員・指導員の育成 （救急指令課） 

・応急手当実施率向上を図るため、応急手当普及員及び指導員講習を計画的に実施する。 

【応急手当普及員等の養成講習計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

応急手当指導員講習 １回 １回 １回 １回 

同上（教育関係者対象） １回 １回 1 回 １回 

応急手当普及員講習 １回 １回 1 回 １回 

指導員等再講習 １回 １回 1 回 １回 

 

 ④ 通信員の口頭指導効果の検証 （救急指令課） 

・口頭指導効果検証のため、効果確認を計画的に実施する。 

【口頭指導における効果確認実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

効果確認回数 １回 １回 １回 １回 

 

実施事業：①応急手当講習の実施 ②学校関係の応急手当講習 

     ③応急手当普及員・指導員の育成 ④通信員の口頭指導効果の検証 
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■ ４－４ 救急資機材の整備 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 高度化対応資機材の整備 （救急指令課・消防総務課） 

・救命処置の高度化に対応するため救急資機材を整備する。 

※ 半自動除細動器及びＡＥＤは、機器の耐用年数に沿った更新計画とする。 

 （救急車の更新時期と機器の耐用年数が異なるため） 

 

 ② 教育訓練資機材の整備 （救急指令課・消防総務課） 

・救命処置の高度化に対応する訓練を実施するため、教育訓練資機材を計画的に整備す

る。 

【二次救命処置人形の更新計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署 ０体 １体 ０体 ０体 

坂下分署 ０体 ０体 ０体 ０体 

西消防署 ０体 ０体 ０体 ０体 

蛭川分署 ０体 ０体 ０体 ０体 

北消防署 ０体 ０体 ０体 １体 

加子母分署 ０体 ０体 ０体 ０体 

 

 ③ 応急手当講習資機材の整備 （救急指令課・消防総務課） 

・応急手当講習資機材を計画的に整備する。 

【応急手当講習資機材の整備計画】※ 更新及び追加の合計 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

訓練人形（成人用） ０体 １０体 １０体 １０体 

訓練人形（小児用） ０体 ２体 ２体 ２体 

訓練人形（乳児用） ０体 ３体 ０体 ０体 

AED トレーナー ０台 ３台 ０台 ０台 

※ ＡＥＤトレーナーは老朽化がみられ、現在普及しているＡＥＤと外観等が異なるため、最

新のものに更新が必要。 

※ 乳児用ＱＣＰＲは４体セットのものではなく、１体ずつのものを導入する。 

 

 

 

 

実施事業：①高度化対応資機材の整備 ②教育訓練資機材の整備 

     ③応急手当講習資機材の整備 
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 施策体系５ 地域防災力・消防力の育成  

■ ５－１ 各組織等の育成指導 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防関係組織との連携強化 （予防課） 

・消防関係組織との連携を強化するため、訓練等を実施して地域防災力を向上させる。 

【女性防火クラブに対する訓練・指導計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

連合女性防火クラブ ３回 ３回 ３回 ３回 

各地域女性防火クラブ ６回 ６回 ６回 ６回 

 

 ② 関係協会等の連携推進 （予防課・警防課） 

・消防関係組織と連携を強化し地域防災力を向上させる。 

【危険物安全協会との連携研修計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

研修実施回数 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防関係組織との連携強化 ②関係協会等との連携推進 
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■ ５－２ 事業所等との連携強化 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防団協力事業所制度の推進 （警防課） 

・制度を推進させることで、消防団員の確保を図る。 

【消防団協力事業所推進計画】※ 新規登録事業所数 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中津川市協力事業所 １３０件 １４０件 １５０件 １６０件 

総務省協力事業所 １０件 １０件 １０件 １０件 

 

 ② 自衛消防隊の育成強化 （予防課） 

・災害発生時の自助の観点から、各事業所の自衛消防隊を育成し強化させる。 

【一般企業自衛消防隊教育訓練計画】※ 消防学校入校者数 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

教育訓練受講者数 ２人 ２人 ２人 ２人 

※入校人数に制限があるため大幅に増減なし。 

（参考）２０１９年度（令和元年度）…０人、２０２０年度（令和２年度）…２人、２０２１年

度（令和３年度）…２人 

 

 ③ 災害時往年体制の構築 （警防課） 

・地域防災計画との調整があるため、防災安全課との協議を実施して推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防団協力事業所制度の推進 ②自衛消防隊の育成強化 

     ③災害時応援体制の構築 
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 施策体系６ 防災安全対策の推進  

■ ６－１ 防火思想の普及啓発 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 各種イベントにおける広報活動 （予防課） 

・各種のイベントにおいて、有益な火災予防に関する広報活動を実施する。 

【イベント広報実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

六斎市 ５回 ５回 ５回 ５回 

その他イベント １回 １回 １回 １回 

 

 ② 幼少年等に対する防火思想の普及 （予防課） 

・幼少年防火クラブ等を対象とした行事を実施し、火災予防、防火思想を身につけさせ

る。 

【消防関係行事参加計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

実施回数 １回 １回 １回 １回 

 

 ③ 広報媒体の拡大 （予防課） 

・ＳＮＳ等のインターネットによる広報媒体を用いて火災予防の普及を図る。 

【インターネット広報等実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

実施回数 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①各種イベントにおける広報活動 ②幼少年等に対する防火思想の普及 

     ③広報媒体の拡大 
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■ ６－２ 予防担当職員の教育研修 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 各研修への参加・伝達講習の実施 （予防課） 

・各種の研修等に参加することで知識を習得し、その知識を職員にフィードバックする。 

【研修会等参加計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

指導関係研修 １６回３３人 １６回３３人 １６回３３人 １６回３３人 

調査関係研修 ４回 8 人 ４回 8 人 ４回 8 人 ４回 8 人 

その他の研修 ２３回３８回 ２３回３８回 ２３回３８回 ２３回３８回 

指導関係研修 １６回３３人 １６回３３人 １６回３３人 １６回３３人 

 

 ② 消防学校・消防大学校における教育 （消防総務課） 

・消防学校、消防大学校への入校等を図り、高度な技術、知識を習得する。 

【学校等入校計画】（予防関係入校過程） 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

県消防学校 
予防査察科 火災調査科 予防査察科 火災調査科 

－ 危険物科 － 危険物科 

消防大学校 － 火災調査科 危険物科 予防科 

※ 各科の入校者は、原則として１人とする。 

 

 ③ 予防技術資格者の増員 （予防課） 

・退職等による予防技術者の減少を補い、増員を図るため計画的に養成する。 

【予防技術者養成計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

設備専門員 １３人 １３人 １４人 １５人 

危険物専門員 １１人 １１人 １２人 １３人 

査察専門員 ２１人 ２１人 ２２人 ２３人 

総 員 ※ ４５人 ４５人 ４８人 ５１人 

※ 試験合格を前提とした人員数とする。 

 

 

 

実施事業：①各研修への参加・伝達講習の実施 ②消防学校・消防大学校における教育 

     ③予防技術資格者の増員 
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■ ６－３ 建築物の火災予防対策 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 防火管理者講習会の実施 （予防課） 

・防火管理者の有資格者を増員させ、防火管理体制の充実を図るため講習会を実施する。 

【甲種防火管理者講習実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

実施回数 １回 １回 ２回 １回 

※ ２０２５年度（令和５年度）は、再講習を含める実施回数とする。 

 

 ② 査察指導体制・違反処理の強化 （予防課） 

・違反処理法令の改正により違反物等の指導の強化を図るため、査察体制を充実する。 

【防火対象物査察計画】※ 各署には分署計画含む 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署 

防火対象物 

第一種 １００％ １００％ １００％ １００％ 

第二種 ５０％ ５０％ ５０％ ５０％ 

第三種 ３０％ ３０％ ３０％ ３０％ 

第四種 １０％ １０％ １０％ １０％ 

西消防署 

防火対象物 

第一種 １００％ １００％ １００％ １００％ 

第二種 ５０％ ５０％ ５０％ ５０％ 

第三種 ３０％ ３０％ ３０％ ３０％ 

第四種 １０％ １０％ １０％ １０％ 

北消防署 

防火対象物 

第一種 １００％ １００％ １００％ １００％ 

第二種 ５０％ ５０％ ５０％ ５０％ 

第三種 ３０％ ３０％ ３０％ ３０％ 

第四種 １０％ １０％ １０％ １０％ 

 

 ③ その他の防火指導業務の強化 （予防課） 

・関係機関と協力して、野焼き等に対する防火指導を強化する。 

【指導体制検討会等実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

実施回数 １回 １回 １回 １回 

 

 

実施事業：①防火管理者講習会の実施 ②査察指導体制・違反処理の強化 

 ③その他の防火指導業務の強化 
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■ ６－４ 危険物の安全対策 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 危険物規制事務等の充実 （予防課） 

・リニア関連事業等により増加が予想される危険物規制事務に対応するため、担当者の増

員を図る。 

【危険物規制事務担当者数の増員計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

消防本部 ４人 ４人 ４人 ４人 

西消防署 ３人 ３人 ３人 ３人 

北消防署 ３人 ３人 ３人 ３人 

総 員  １０人 １０人 １０人 １０人 

 

 ② 査察指導体制の強化 （予防課） 

・適切な危険物規制事務を推進するため査察指導を計画する。 

【査察指導実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

消防本部 １００％ １００％ １００％ １００％ 

西消防署 １００％ １００％ １００％ １００％ 

北消防署 １００％ １００％ １００％ １００％ 

※ 地下タンク貯蔵所、屋内タンク貯蔵所は２年に１回実施 

 

 ③ その他の規制事務の強化 （予防課） 

・リニア関連工事等に係る火薬等の規制事務を強化するため、査察を実施する。 

【火薬庫施設査察実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

消防本部 ３回 ３回 ３回 ３回 

西消防署 １回 １回 １回 １回 

北消防署 ― ― ― ― 

※ 北消防署は、施設等の状況による 

 

 

 

 

実施事業：①危険物規制事務等の充実 ②査察指導体制の強化 

 ③その他の規制事務の強化 
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■ ６－５ 住宅防火対策の推進 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 住宅用防災機器等の普及・更新 （予防課） 

・住宅における火災予防を推進するため住宅用防災機器の普及、更新を図る。 

【住宅用防災警報器設置更新推進計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

調査回数 ２回 ２回 ２回 ２回 

広報等回数 １回 １回 １回 １回 

 

 ② 防炎物品等の使用推進 （予防課） 

・防炎物品等の使用を推進し火災による被害の軽減を図る。 

【防炎物品推進広報計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

広報等回数 １回 １回 １回 １回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①住宅用防災機器等の普及・更新 ②防炎物品等の使用推進 
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 施策体系７ 通信指令体制の整備  

■ ７－１ 消防通信体制の整備 

 

 

 

 

                                                                                                       

◆ 実施計画 

 ① 指令システムの維持管理 （救急指令課） 

・通常時のデータ更新作業は、マニュアル化により職員で実施可能であるが、機器の保守

は専門技術が必要であるため、専門業者による管理を計画的に実施する。 

【保守管理計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

保守点検 １３０回 １３０回 １３０回 １３０回 

※ 130 回の業者保守出向回数だが、指令台バージョンアップなどがあれば回数は増加する 

 

 ② 地図検索システムのデータの充実 （救急指令課） 

・住民の異動（転入、転出、転居、死亡）や目標物の新設、廃止に伴い現地調査を計画的

に実施する。（各署月４回、各分署月２回）                     

【未リンク調査実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

調査回数 ７２回 ７２回 ７２回 ７２回 

 

 ③ 通信員の口頭指導効果の検証 （救急指令課） 

・通信指令員の救急に係る教育を継続的に実施する。 

【口頭指導における効果確認実施計画】※ 最低実施回数 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

効果確認回数 １回 １回 １回 １回 

 

 ④ 通信指令員の教育訓練 （救急指令課） 

・通信指令員の救急に係る教育課程に継続的に入校させ口頭指導技術を向上させるととも

に、操作訓練についても随時実施する。 

【口頭指導訓練等実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

専科教育訓練 １回 １回 １回 １回 

本部内訓練 １２回 １２回 １２回 １２回 

実施事業：①指令システムの維持管理 ②地図検索システムのデータの充実 

     ③通信員の口頭指導効果の検証 ④通信指令員の教育訓練 

     ⑤無線通信機器の整備 
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 ⑤ 無線通信機器の整備 （救急指令課） 

・ＡＶＭⅢ型については非常に有効な装置であるため、緊急出動車両全車に配備するよう

に計画推進する。 

【無線関係機器導入計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

ＡＶＭⅢ型 ２１台 ２４台 ２７台 ３０台 

所轄系無線機 ３７(車)５１(携) ３７(車)３８(携) ３７(車)３５(携) ３７(車)３１(携) 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ簡易無線機 ３６台 ３６台 ３６台 ３６台 

※ 所轄系無線機は、車両の増減で随時変更。携帯無線数については、アナログ簡易無線機購

入数により減少させる計画を実施する。 

※ デジタル簡易無線機数は、緊急消防援助隊用（５台）を含む。 

 

■ ７－２ 東濃５市消防指令センター運用への対応 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防指令センター運用に向けた協議 （消防総務課・救急指令課） 

・消防指令センター運用開始に向け、各担当会議への参画 

【関係協議（会議）実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

本部内会議等 １回 ２回 ２回 １回 

総務・運用担当会議 １２回 １２回 １２回 運用開始予定 

 

 ② 消防指令センター運用開始時の対応 （消防総務課・救急指令課） 

・運用開始時期を目標として、派遣職員の選出等について検討を推進する。 

【消防指令センター派遣職員数】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

専属職員数 ０人 ０人 ０人 ５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防指令センター運用に向けた協議 

 ②消防指令センター運用開始時の対応 



- 29 - 

 

 施策体系８ 消防施設・資機材の整備  

■ ８－１ 消防施設・車両等の整備 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 庁舎老朽化対策 （消防総務課） 

・２０２２年度（令和４年度）現在、中消防署の４７年を筆頭に庁舎の老朽化が進行して

おり、災害時の機能維持、職員の福利厚生、バリアフリー化の推進のため積極的に庁舎

改修を計画実施する。 

【庁舎老朽化点検実施回数】※ 各消防署に分署を含む 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署 １２回 １２回 １２回 １２回 

西消防署 １２回 １２回 １２回 １２回 

北消防署 １２回 １２回 １２回 １２回 

※ 毎月の庁舎安全点検回数を含む 

 

【庁舎改修計画】※ 予算化しなければならない改修箇所数の計画 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署  （４７年） － 給排水設備 － － 

西消防署  （２６年） － － － 屋根防水 

北消防署  （４０年） － － 屋根防水 － 

坂下分署  （４０年） － － － － 

加子母分署（４０年） － － － － 

蛭川分署  （３９年） － － － － 

※ （）内は２０２２年度（令和４年度）における庁舎建設からの経過年数 

※ 消防庁舎の建て替え等については、別に計画を策定して推進する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①庁舎老朽化対策 ②消防車両等の更新 ③保有資機材等の更新 
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 ② 消防車両等の更新 （消防総務課） 

・消防車２０年（消防団２５年）、救急車１０年を目途に車両の計画的な更新を図り、維持

管理費の低減や災害対応能力の維持向上及び市民サービスの向上に努める。緊急車両以

外の一般車両についても円滑な業務遂行のため、計画的に更新を図る。 

・消防は行政が行う最高の市民サービスであることを強く訴え、計画的に円滑な車両等の

更新を推進して行く。 

【消防車両等更新計画】 

計画年度 
消防本部 消防団 

緊急車両 一般車両 ポンプ車 積載車 小型ポンプ 

２０２３ 西１号車 － ２台 ２台 ２台 

２０２４ 北水槽車 － ２台 １台 ２台 

２０２５ 
救急北１号車 

西指揮車 
蛭川分署連絡車 1 台 ２台 ３台 

２０２６ 
救急中２号車 

蛭川１号車 
－ ２台 ２台 ３台 

 

 ③ 保有資機材等の更新 （警防課・消防総務課） 

・隊員の安全に直結する装備として、３０Ｍｐａ空気呼吸器への統一を計画的に推進す

る。 

【空気呼吸器及び空気ボンベ更新購入計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

呼吸器本体 ４器 － ４器 － 

鋼製ボンベ     

ＦＲＰボンベ １０本 １０本 １０本 １０本 

酸素呼吸器 ※ － ４器 － － 

空気充填設備 － － － － 

※ リニア中央新幹線事業トンネル工事等対応 
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■ ８－２ 消防水利の整備 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 耐震性防火水槽の建設 （警防課・消防総務課） 

・第一級の活断層である阿寺断層をはじめ多くの断層が市内にあるため、耐震性防火水槽

の整備は重要である。計画的に整備を進め災害時の消火能力維持を図る。 

 （次回の整備は２０２７年度（令和９年度）を予定） 

【耐震性防火水槽建設計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

建設地域 － － － － 

建 設 数 － － － － 

 

 ② 消火栓の適正整備 （警防課） 

・市内の道路敷設状況、宅地開発状況を鑑み計画的に消火栓を整備していく。 

【消火栓設置計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

設置地域 全域 全域 全域 全域 

設 置 数 ６基 ６基 ６基 ６基 

※ 宅地造成事業による増設分を含む設置数とする 

 

 ③ 老朽消防水利の安全対策 （警防課・消防総務課） 

・消火栓を点検補修して消防水利の適正な確保に努めるとともに安全対策を推進する。 

【消防水利点検補修計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

消火栓補修本数 １００本 １００本 １００本 １００本 

防火水槽改修箇所 １か所以上 １か所以上 １か所以上 １か所以上 

※ 消火栓の補修は、原則として塗装の塗り替え 

※ 防火水槽は漏水、フェンス等の補修とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①耐震性防火水槽の建設 ②消火栓の適正整備 ③老朽消防水利の安全対策 
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■ ８－３ 女性用施設の整備 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 女性消防職員用施設の整備 （消防総務課） 

・国の女性活躍推進政策により、総務省消防庁から消防吏員に占める女性職員の割合を２

０２６年度（令和８年度）までに５％とすることが目標とされた。 

・女性消防吏員の計画的な採用を進めるとともに、各消防署への女性用施設整備を図る。 

  （中消防署の女性用施設の改修は２０２７年度（令和 9 年度）以降に計画する） 

【消防本部女性施設整備計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

中消防署 

＊２０１５年度整備済み 
－ － － － 

西消防署 新規整備 － － － 

北消防署 

＊２０１８年度整備済み 
－ － － － 

 

 ② 女性消防団員用施設の整備 （消防総務課） 

・消防団部庫（器具庫）の統合や分団要望により、女性用の施設設置を推進する。 

 

■ ８－４ 消防団器具庫等の統廃合 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防団器具庫の統廃合計画 （消防総務課） 

・消防団器具庫の統廃合を積極的に推進し、老朽器具庫の更新と災害対応能力の集約化を

図る。器具庫は各分団各部１箇所を最終目標に統合を推進する。 

【消防団器具庫等の統廃合計画】 

計画年度 分団（部） 統合地区 

２０２３ － － － － － 

２０２４ － － － － － 

２０２５ 加子母分団第２部 番田 中切 上桑原 中桑原 

２０２６ 中津分団第３部 手賀野 － － － 

 

 ② 地区分団の組織改革 （警防課） 

・消防団器具庫の統合に合わせた組織改革の推進を図る。 

実施事業：①女性消防職員用施設の整備 ②女性消防団員用施設の整備 

実施事業：①消防団器具庫の統廃合計画 ②地区分団の組織改革 
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 施策体系９ 消防団の充実強化  

■ ９－１ 消防団員の確保 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防団活動の広報、ＰＲ活動 （警防課） 

・市及び消防団のホームページ等を利用した活動等の広報宣伝、団員募集等を実施する。 

（ポスターの作成・掲示、ホームページ、ＳＮＳを利用して最新情報を提供） 

・消防団協力事業所等の制度を利用し、消防団員の職場での理解を深め入団を促進する。 

 

 ② 女性団員、機能別団員の増員 （警防課） 

・全国女性消防団員活性化大会等へ参加し、ＰＲ活動を含め他地域の女性消防団員等と意

見交換を図ることにより、今後の活動への参考とする。 

・条例定数の増員を図り、各地区分団に１つの機能別分団の立ち上げを推奨する。 

【女性団員、機能別団員増員計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

女性団員数 ８８人 ９０人 ９３人 ９７人 

機能別団員数 ※ ２４０人 ２４５人 ２５０人 ２５５人 

※ 機能別団員数は、状況及び必要に応じて条例改正を行い、増員を図る 

 

 ③ 学生認証制度の周知 （警防課） 

・学生認証制度について周知させ、入団を促し増員を図るとともに、積極的に活動に参加

できるよう、環境を整える。 

【学生消防団員及びＮＨＦ（中津川ハイスクールファイアーボランティア）活動計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

大学生消防団員 ５回 ５回 ５回 ５回 

Ｎ Ｈ Ｆ ５回 ５回 ５回 ５回 

※ 大学生は、基本団員に機能別団員を含めった活動回数（応急手当講習等も含む） 

 

 ④ 公務員、団体職員の入団促進 （警防課） 

・市職員をはじめとする公務員、農協等の団体職員の入団促進を図る。 

【市職員等入団促進計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

市職員等消防団員数 １２０人 １３０人 １４０人 １５０人 

※ 市人事担当課、関係団体と協議して推進する 

実施事業：①消防団活動の広報、ＰＲ活動 ②女性団員、機能別団員の増員 

     ③学生認証制度の周知 ④公務員、団体職員の入団促進 
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■ ９－２ 消防団員の教育訓練 

 

 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防学校等における教育の推進 （消防総務課・警防課） 

・消防学校の教育訓練等に、指導的立場にある団員を計画的に参加させる。 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

初級幹部科 ７５人 ７５人 ７５人 ７５人 

指揮幹部科 ５人 ５人 ５人 ５人 

（専科）機関科 ５人 ５人 ５人 ５人 

短期入校（操法） 自動車 小型 自動車 小型 

ラッパ科 ２人 ２人 ２人 ２人 

指導員科 ５人 ５人 ５人 ５人 

 

 ② 規律、機関運用訓練等の実施 （警防課） 

・基本となる規律訓練及び機関運用訓練等を計画的に実施するとともに、安全管理教育を

徹底するため、講演会等の実施を図る。 

【消防団訓練計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

団本部訓練回数 ３回 ３回 ３回 ３回 

地区分団訓練回数 分団で計画 分団で計画 分団で計画 分団で計画 

※ 消防操法大会用の訓練は含まない 

 

 ③ 応急手当指導員等の養成 （警防課・救急指令課） 

・団員の応急手当指導員の増員を図り、地区分団及び自主防災会等における救命講習の実

施率の増加を推進する。 

【消防団員の応急手当指導員養成計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

応急手当指導員、普及員数 ４０人 ４０人 ４４人 ４４人 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防学校等における教育の推進 ②規律、機関運用訓練等の実施 

     ③応急手当指導員等の養成 ④消防本部との連携強化 

     ⑤安全マニュアル等の徹底 
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 ④ 消防本部との連携強化 （警防課） 

・大規模災害等における常備消防と非常備消防の連携を密にするために、連携訓練の定期

的な実施を計画する。 

【連携訓練等実施計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

連携訓練回数 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 ⑤ 安全マニュアル等の徹底 （警防課） 

・消防団員の安全を確立させるため、安全管理マニュアルを周知するための研修を定期的

に実施し、公務災害防止に努める。 

【消防団員の安全管理研修計画】 

計画年度 ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

研修等回数 １回 １回 １回 １回 

 

■ ９－３ 団員装備等の充実 

 

 

 

◆ 実施計画 

 ① 消防団車両等の適正配備 （消防総務課） 

・器具庫統廃合に合わせて、適正な車両配備の検討を実施する。 

 

 ② 安全装備品等の配備 （警防課） 

・国の基準に基づく団員の安全装備品等の配備を計画的に推進する。 

【安全装備品の配備計画】 

計画年度 簡易デジタル無線 耐切創性手袋 その他装備 

２０２３ ２０１９年度終了 ２０２２年度終了 （防塵マスク）４００個 

２０２４   ４００個 

２０２５   ２０２４年度配備終了予定 

２０２６    

合 計 ３００台 １，６００双 １，６００個 

※ ２０２５年度（令和５年度）からの装備品を今後計画する。 

 

 

 

 

 

 

実施事業：①消防団車両等の適正配備 ②安全装備品等の配備 


